
幼児教育の無償化に係る財源の確保

○ 幼児教育の無償化については、消費税率10%への引上げによる増収分の使い道を⾒直すことによ
り、必要な財源を確保。

○ ただし、平成31年度（初年度）は、消費税率引上げに伴う地⽅の増収が僅かであることから、地
⽅負担分（2,349億円）を措置する臨時交付⾦（⼦ども･⼦育て⽀援臨時交付⾦(仮称)）を創設し、
全額国費により対応。

○ 平成32年度（２年⽬）以降の幼児教育の無償化に係る地⽅負担については、地⽅財政計画の歳
出に全額計上し、⼀般財源総額を増額確保。その上で、個別団体の地⽅交付税の算定に当たっても、
地⽅負担の全額を基準財政需要額に算⼊するとともに、地⽅消費税の増収分の全額を基準財政収⼊
額に算⼊。

○ また、幼児教育の無償化の実施に当たって、平成31年度（初年度）及び平成32年度（２年⽬）
の導⼊時に必要な事務費については、全額国費による負担とする（初年度については平成30年度補
正予算で301億円、平成31年度予算で120億円を計上）。さらに、新たに無償化の対象となる認可
外保育施設等に係る事務費については、経過措置期間（〜平成35年度）に係る費⽤相当額を、引き
続き、全額国費で負担するべく⼿当て。

○ システム改修費については、平成30年度予算（192億円）、平成31年度予算（62億円）を活⽤し
て対応。


